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1は じ め に
福利厚生に企業の規模問で格差が存在するのはよく知られたことである。平




























で きるレベルのデータセ ットを作 り出し,実証分析を行うことに成功 した.
本稿の結論を述べる。『労政時報別冊:年 間賃金 ・賞与の実態』 および〕経
NEEDSCompanyDataを用いて独自に作成した1998年度における企業別デー
タを用いて 「規模の経済仮説」「生産性差仮説」「支払能力差仮説」「男女間効




























され うる以外の財 ・サービス も需要する。よって,福 利厚生から需要できる
財 ・サービスとそれ以外の一般の市場を通 じて購入できる財 ・サービスとの間






























か らE2に移動する(第2図)。福利厚生がギッフェン財でない限 り,そ の量
は増加する。以下これを 「規模の経済仮説」 と呼ぶ。
第2の ケースは人件費制約線が外にシフ トする場合である(第3図)。 これ
は,大企業ほど生産性の高い労働者が集まっている場合や,あるいは大企業ほ
ど業績がよく,人件費の原資 となる利潤が高い場合である。前者を 「生産性差



































































とll所:厚生労働 省 『賃金労働時 問制度等総合調査(1998年版)」



















第2表 記 述 統 計 量
平 均 標 準 誤差
平 均 賃 金(月 額 ・円) 521,972.33 69,828.74
平 均 福 利 厚 生 費(月額 ・円) 143,429.21 105,969.84
従 業 員平均 年齢(年) 39.43 2.43
従業員平均勤続年数(年) 17.35 2.77
企 業 規 模 〔人) 3,782.25 3,232.56
男 性 比 率 0.81 0.11
従業員一人当た り売上高(年 額 ・万円) 758.63 488.87
企 業 年 齢1年) 65.45 16.76




















として用いたのは対数企業規模,従 業員平均勤続年数 とその2乗,従 業員平均
年齢とその2乗,対 数従業員一人当た り売上高,男 性比率,企 業創業年数,従
業貝一人当た り利益,製造業 ダミーである。
説明変数として用いたのは対数賃金.対 数企業規模,従 業員平均勤続年数























第3表 推 定 結 果
(451)47
モ デ ル1 モ デ ル2
定 数 項 97,78*(56.07)1Q8.20*(61.01)
対 数 賃 金 一6 .94(4.42) 一7 ,74(5.05)
対 数 企 業 規 模 一 〇.07(0.40) 一 〇,13(0.38)
従業員平均勤続年数 一 〇.05(O.15)
従 業 員平 均 年 齢 一 〇.73E-02(0.18)
対数従業員 ・人当たり売上高 0.11(0,39) 0,04(0。41)
男 性 比 率 7.19**(2,36) 7.20**(2.41)
製 造 業 ダ ミ ー 0.51(0.66) 0.47(0.66)
決 定 係 数 0.28 0.27
注:サ ンブ ル数は51。カ ッコ内は標準誤 差。*は10%水準で有意,林 は1%水 準で有意 であ
ることを示す,,なお.推 定 は操作変数法で,従 業 員数をウ ェイ トに用 いた、
第4表 企 業 規 模 別 男 性 比 率(1998年)
総従業 員数 男性従業員数 男性従業員比率


































セスについて差別的な取 り扱いは(少 なくとも正規の従業員については)難 し
いことも考えると,納得のい く結果である。企業の業績に関連する指標である


















能性がある(こ の点は統計的差別 とも関連する),,事実 日本において女性労働
者が20歳台後半から30歳台前半にいったん労働市場から退出する傾向が確認 さ
れている.
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